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研究成果の概要（和文）：1990 年代以降，グローバルな農産物・食料貿易が展開する中で，わ

が国の農産物輸入が新たにどのような貿易パターンを形成したのか，その結果，国内農業や農

産物流通にどのような影響を与え，かつまた対日輸出国の農業と流通体系にどのような影響を

与えてきたのかというテーマに取り組んだ。国内外の調査から，新たな流通体系の構築や再編

成の実態が検討され，品質の確保という観点が重要性を帯びてきていることが明らかになった。 
 
研究成果の概要（英文）： We tried to uncover the new patterns of Japan's import of 
agricultural products under the globalization of food supply since the 1990s. In addition 
to this, the impacts on the domestic agriculture and food supply, and the impacts on the 
exporter's agriculture and food supply were also discussed. Establishments of new food 
supply system and reconstructions of the existence system were investigated through the 
case studies in Japan and overseas countries. As a result food qualities can be said to 
have became a key factor to drive the supply systems. 
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１．研究開始当初の背景 
 グローバル化が進展する中での農産物・食
料貿易については，1990 年代以降に欧米を中
心にして多くの研究成果が得られている
（Goodman and Watts eds. 1997，Hughes and 

Reimer eds. 2004 など）。これらの多くの研
究は，いずれもアフリカ諸国とヨーロッパ諸
国間，あるいは南米諸国と北米諸国間の貿易
を主たる研究対象としており，新たな貿易の
パターンを構築した小売業者やアグリビジ
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ネスに関する検討や，多くが途上国でもある
それらの輸出国の農業への影響を明らかに
してきた。その一方で，第３次レジームの一
角をなし，世界最大の農産物輸入国といわれ
る日本に対する言及や研究は決して多くは
ない。その輸入量を考え合わせる時，間違い
なくわが国は今日の世界の農産物・食料貿易
の中で相当の位置を占めていることは明白
である。しかしながらそれにかかわる研究は
欧米の事例と比較した時，極めて乏しい。 
 このような状況の中で，生鮮野菜に焦点を
当てて，対日輸出の近年の変化を描き出すと
ともに，そこで重要な位置を占める中国や韓
国の国家的なスケールでの供給体系につい
ての検討を進めてきた研究代表者の荒木（荒
木 2005a,b,c,2004a，Araki 2005f）は，貿易
パターンの解明を深化させるとともに，こう
した新たな貿易パターンを構築してきたと
いわれる流通・小売業やアグリビジネス本体
の検討，およびそれらが輸出国の農業に及ぼ
した影響を解明していく必要があると考え
た。その際，生鮮野菜に限らず広く農産物全
般を通じて，同様のグローバル化に伴う動き
を把握する必要があるとともに，対日輸出国
についても，これまで荒木が取り上げてきた
中国と韓国に加え，他の地域にも研究対象を
広げる必要があると考えた。具体的には東ア
ジアからの青果物に加えて畜産品，工芸農産
物，さらに東南アジアからの青果物，オセア
ニアからの畜産物，アメリカからの穀物など
であり，広く環太平洋地域からの農産物・食
料輸入を想定することができる。こうした多
様な品目と広い地域を検討するために，単独
の研究ではなく，各々の品目と地域において
研究蓄積を有する他のメンバーとともに共
同研究を実施するのが有効であると考えた。 
 
２．研究の目的 
 1990 年代以降，グローバルな農産物・食料
貿易が展開する中で，わが国の農産物輸入が
新たにどのような貿易パターンを形成した
のか，その結果，国内農業や農産物流通にど
のような影響を与え，かつまた対日輸出国の
農業と流通体系にどのような影響を与えて
きたのかを解明することが目的である。その
ための具体的研究課題は以下の４点である。
（１）日本をめぐる新たな農産物・食料貿易
パターンの解明。（２）前記（１）の貿易を
主導するといわれる小売業やアグリビジネ
スなどの運動の解明。（３）新たな対日輸出
が輸出国の農業や流通に与える影響の把握。
（４）新たな農産物・食料輸入がわが国の農
業や流通に与える影響の把握。 
 
３．研究の方法 
 2007 度は，全員が各種の統計や資料を用い
て貿易パターンの検討（具体的研究課題

（１））に着手するとともに同（２）および
（４）の解明を目指して予察的な国内調査を，
同（２）および（３）の解明を目指して予察
的な海外調査を実施する。2008 年度は前年度
の各種統計資料などの収集と予察的な現地
調査を踏まえて，より実質的なデータの分析
と本格的な現地調査を進める。同研究課題の
（１）については引き続き統計資料の収集と
分析に努めるとともに，（２）（３）について
は本年度から本格的な海外調査を，（２）（４）
については国内調査を実施する。研究が２年
目を迎えたこともあり，適宜国内外の学会な
どでの成果発表をおこなうとともに，外部の
専門家を招いた研究会の開催も企画する。
2009 年度は，引き続き各地域での現地調査や
資料収集を継続するとともに，最終年度であ
ることを鑑みて成果の取りまとめをおこな
う。上記課題の（１）に関しては収集された
資料の分析を終え取りまとめをおこなう。
（２）（３）にかかわっては昨年以来継続し
てきた海外調査を，（４）については国内調
査を完成させる。 
 役割分担に関しては，以下の通りである。
荒木が取りまとめ及び主として東アジア地
域の検討，高柳が主として北米及びヨーロッ
パ地域，川久保が主としてオセアニア地域，
横山が主として東南アジア地域，後藤が東ア
ジア地域を対象とした検討を分担する。 
 
４．研究成果 
 研究成果は大きく２つに分けることがで
きる。１つはフードレジームをはじめとする
理論的分野における成果であり，雑誌論文⑥，
著書①③④⑦などがある。２つには具体的な
現地調査に基づく実証的な成果であり，それ
ぞれ，具体的研究課題の（１）パターンの解
明，（２）パターン形成を主導する小売業や
アグリビジネスなどの運動の解明，（３）輸
出国の農業や流通に与える影響，（４）わが
国の農業や流通に与える影響に対応するも
のである。パターンの解明としては雑誌論文
⑤図書⑨，アグリビジネスなどの運動の解明
に関しては雑誌論文⑦，輸出国の動向に関し
ては雑誌論文①図書②⑤⑪，国内の動向に関
しては雑誌論文②④などを挙げることがで
きる。 
 以下，主要対象地域とした東アジア，東南
アジア，オセアニア，ヨーロッパから具体的
事例を引きつつ成果を記述する。 
 東アジアでは中国を対象にして既存の統
計を使い農業生産や流通のパターンを明ら
かにした。その結果，1960 年代以降中国の農
業生産は拡大を続けてきたが，とくに果実や
野菜，畜産物などで 1990 年代以降に飛躍的
な伸びが認められ，その過程で短期間での新
興産地の台頭，首位産地の入れ替わりなど産
地の地域的なパターンにも変化が起こって



 

 

いることが明らかになった。これは主食食材
や工芸作物での変化が比較的緩慢なことと
は対照的であった。また，農産物・食品の各
部門，品目別の国内市場の取引額および輸出
額の省別の集計からは，双方の地域的パター
ンと生産の地域的パターンがそれぞれ異な
るものであることが明らかになった。また，
日本のアグリビジネスが，海外直接投資をど
のように進め，農産物の海外生産拠点をいか
に形成しているのかを，既存の統計資料を用
いて分析した。日本の食品企業による海外直
接投資は 2000 年以降，中国への集中化をよ
り一層強めている。そこで中国内における投
資先の空間的分布を検討した結果，山東省な
ど渤海沿岸部への集中化が強まる一方で，福
建省などの華南地域，および湖北省などの内
陸地域への分散化も確認されるなど，投資先
が広範囲に分散化する傾向にあることが判
明した。また日本の食品企業による中国への
進出目的を見ると，従来は農産物加工などに
代表される「生産目的」の進出が大半を占め
ていたが，2000 年代以降になると現地市場へ
の販売を企図した「販売目的」の投資が急増
するなど，進出目的も多様化しつつあること
が明らかとなった。このように，日本の食品
企業による 2000 年代以降の中国進出パター
ンの特徴として，進出地域の分散化・広域化，
進出目的の多様化という傾向を明らかにす
ることができた。しかしながら，2000 年代以
降は日本の食品企業による中国からの資本
撤退件数も増加しており，中国生産拠点のス
クラップ・アンド・ビルド（立地再編）も顕
著になっている。 
 次に，1990 年代から中国進出を活発に行っ
てきた日系食品企業の代表格である冷凍食
品企業を事例に取り上げ，2000 年代以降に
「中国産食品のリスク」が喧伝されるなか，
日本の食品企業が中国において生産拠点を
どのように立地再編しているのかを分析し
た。調査対象企業としては，(社)日本冷凍食
品協会の会員企業のうち，1990 年代から中国
進出を行い 2000 年代以降は中国生産拠点の
顕著な再編が見られる２社を選定し，聞き取
り調査を行った。その結果，両社ともに 2000
年代以降，中国生産の品質管理体制を再構築
する方向で，中国における生産拠点の立地再
編を進めていることが判明した。１社は，
1990 年代まで山東省に生産拠点を相次いで
形成してきたが，2000 年代以降は生産拠点の
取捨選択を進め，品質管理能力が高く農場管
理体制が充実している一部の大規模工場に
取引先を集約化しつつある。もう１社は，
1990 年代までは，渤海沿岸部を中心とした地
域に生産拠点を展開してきたが，2000 年代以
降は，生産のリスク分散やリレー出荷など原
料の安全性を重視した戦略に切り替え，福建
省などの華南地域や湖北省などの内陸地域

にも生産拠点を立地させるようになった。ま
た，1990 年代まで実施してきた現地仲買人か
ら原料農産物を購入する「仲買人方式」では
厳密な品質管理が困難と判断し，2000 年以降
は自社管理する直営農場で原料農産物の一
貫生産を行う「自社管理方式」を導入するこ
とで，原料農産物の品質管理体制を再編強化
していることが判明した。以上から，日本の
食品企業による中国生産拠点の立地戦略は，
1990 年代のコスト要因を重視した戦略から，
2000 年代以降は「品質」や「安全性」といっ
た新たな要因を重視した戦略に移行しつつ
あることが明らかとなった。 
 東南アジアではタイを事例として，対日輸
出を行っている現地企業及び生産農家を対
象とした調査を展開した。具体的にはチェン
ラーイ県ウィエンパーパオ郡に立地する企
業，およびチェンマイ県サーラーピー郡に立
地する企業とナス，ショウガ，エダマメを契
約栽培する農家である。両社ともに加工した
農産物のほとんどを日本に輸出しており，ナ
スとエダマメは農家との契約栽培，ショウガ
は仲買人との取引契約（半契約栽培）によっ
て調達されていた。エダマメの契約栽培の場
合，行政単位ごとに責任者を配置する階層的
な構造を呈しており，加工企業と契約農家の
間には，企業のフィールドスタッフ，現地の
リーダー，村落リーダーなどが存在し，それ
ぞれの役割は細かく分かれている。一方，現
地の農家では，限られた土地を有効に利用す
るために，土地の集約的利用かつ高度な輪作
を実践していることが明らかになった。エダ
マメ栽培農家 34 世帯，ショウガ栽培世帯 36
世帯に対して，2005～2009 年の過去 5年間の
土地利用を調査した結果，ほとんどの農家は，
自給用のコメを栽培しつつ，日本輸出向けお
よび現地市場向けの農産物を同時に栽培し
ていた。例えば，エダマメを栽培しているあ
る農家は，1 筆の土地で，7 月～11 月まで自
給用の水稲を栽培し，12月～3月まで土地を
3 分割し，現地市場向けタマネギ，国内企業
と契約栽培するジャガイモ，そして現地市場
向けニンニクを栽培する。さらに，その後 4
月～6 月まで日本企業と契約栽培する大豆
（エダマメ）を栽培していた。この農家は，
このほかに 2筆の土地を所有し，低地の畑地
には，先に述べた輪作とは異なり，水稲，タ
マネギ，大豆，ショウガ，トウモロコシなど
を栽培していた．ショウガの連作障害を防ぐ
ために休閑を入れたり，タマネギの後には，
大豆を組み合わせるなど，作物の栽培期間や
土地回復などを考慮して，適切な輪作システ
ムを運用していた。以上から，タイ北部にお
ける契約栽培では，加工企業と農家の間に存
在するリーダーもしくは仲買人が農産物の
集荷・輸送，化学肥料・農薬の使用管理など，
輸出農産物の生産に重要な役割を果たして



 

 

いる。そのため，加工企業は，リーダーと仲
買人に対して講習会・技術指導会などを通し
て化学肥料や農薬の知識を教育し，徹底した
管理体制を築いていることが明らかになっ
た。タイ北部では，契約栽培という形態その
ものが農家にとって経済的に魅力あるモノ
であったことは事実である。しかし，それだ
けではなく，日本向けのショウガやエダマメ
などは，都合良く現地の輪作システムに入り
込むことができたのが，契約栽培が普及した
一つの要因だといえる。 
 次にオセアニアではオーストラリア（豪
州）を事例に，対日輸出急増後の肉用牛飼養
と牛肉の生産・流通の変化について検討した。
まず，生産への影響としては，1970 年代末よ
り対英国輸出の減少もあって牛肉生産は減
少傾向を強めていたため，対日輸出の拡大は
生産動向をプラスに転じさせるなど，大きな
意味を持った。また，霜降り肉を好む日本市
場に適応するために，従来はほとんど生産し
ていなかったグレインフェッド牛肉（GF 牛
肉）の増産に乗り出し，そのためにフィード
ロット（FL）の建設がクインズランド州（QLD）
とニューサウスウェールズ州（NSW）を中心
に大きく進んだ。そして，この FL の経営に
は多くの日系企業が参入し，1993 年には FL
の収容能力で 30％程度のシェアを占めてい
た。次に，GF牛肉の増産と豪州農牧業への波
及効果であるが，GF 牛肉の増産は，それまで
グラスフェッド牛肉の生産が大半を占めて
いた豪州の農牧業に以下の４つの波及効果
をもたらした。１つめは，FL で給餌する穀物
飼料の増産で，小麦・大麦・ソルガムなどの
生産量が NSW の温帯域を中心に増加した。２
つめは，霜降り肉の生産に適した肉用牛品種
の選抜と普及で，試行錯誤が繰り返されてい
く中で英国種のアンガスの評価が高まり，特
に日系 FL では高い割合で導入されるように
なった。３つめは，アンガスの飼養環境とし
ても適している NSWでの肉用牛飼養が増加し
たことで，特に内陸部では飼料用穀物の生産
と並行して農牧業の成長がみられた。４つめ
は，対日輸出の拠点としてブリスベン港の重
要性が増し，これにともなって肥育牛の解
体・食肉処理を行うアバトアの立地が QLD 南
東部に集積したことである。最後に，流通へ
の影響として GF 牛肉の豪州国内市場への浸
透であるが，対日牛肉輸出は，自由化後の急
増期を経て 1990 年代半ばには飽和状態に達
した。また，その後は 1996 年の O157 問題や
2001 年と 2003 年の BSE 問題などの影響で大
きく輸出量は変動した。その結果，短期的に
行き場を失った日本市場向け GF 牛肉が豪州
国内に流通するようになり，その割合は 2003
年には 50％近くに達した。このような GF 牛
肉の豪州国内への浸透の背景には，鉱物資源
の輸出拡大等に牽引された豪州経済の好調

があり，それによって生み出された富裕層に
よる高級な牛肉の消費が拡大しているので
ある。また，2006 年以降には韓国・米国など
非日本市場の開拓も行われるようになり，対
日輸出が大きく減少する中でも FL の収容能
力は増加し続けている。脱日本市場化は近年
ますます進展しているのである。しかし，豪
州や韓国・米国で販売される GF 牛肉は「霜
降り」よりも「柔らかさ」に重点が置かれて
おり，必ずしも日本市場と代替関係にはない。
したがって，対日輸出を念頭においた日系企
業にとっては，新しい市場の成長の恩恵は少
なく，豪州牛肉産業における地位は低下させ
つつあるのが現状である。 
 ヨーロッパの事例に関しては，第３次フー
ドレジームが強化されると，先進国において
も農産物産地に多大な影響をおよぼし，地域
農業の小規模な生産者は，アグリビジネスの
支配下に甘んじるか，グローバル競争に取り
残されて衰退するということを念頭に，それ
に対抗して注目される方策の一つとして，農
産物や食品のローカル性を強調する取り組
みに注目してヨーロッパと日本を対比した
検討を行った。EU においては，1990 年代か
ら地理的表示制度が導入されており，とりわ
けイタリアでは指定品目が最多である。そこ
で，北イタリアのエシャロットとラディッキ
オを事例として，EU の地理的表示制度はどの
ような特徴がみられ，それが産地の形成にど
のように影響を与えたのかということを明
らかにするために調査を行い，以下のことが
わかった。まず，地理的表示制度の特徴とし
ては，以下の４点が指摘できる。第１に，PGI
で指定される地理的範囲は比較的広域であ
る。第２に，生産物の規格が細かく規定され
ていることがあげられる。第３に，PGI 商品
として販売されるためには，認証を経なけれ
ばならないことがあげられる。第４に，PGI
商品として販売される出荷割合は極めて低
いことがあげられる。次にラディッキオやエ
シャロットは，いずれも数百年の歴史を持っ
ている伝統野菜である。ただし，各農場で昔
から代々生産が行われてきたわけではなく，
生産が拡大したのは比較的近年のことであ
る。ラディッキオの場合，1980 年代末頃から
牛乳の過剰生産による価格低迷やワイン用
ぶどう生産の産地間競争に敗れたため，新た
な品目に参入した。エシャロットの場合は，
山間部の条件不利地域のため経済が不振で
人口が流出していたなかで，地域おこしの一
つの手段として 1992 年以降導入されるよう
になった。その後，PGI に認定されることで
消費者の認知が高まり，生産が拡大した。ま
た，ラディッキオの場合，トレヴィーゾ県と
いう核心地域で出荷される価格は，他の地域
で出荷されるものよりも高く取引されてい
る。地理的表示制度は，産地として形成され



 

 

ている商品を保護するということもあるが，
当地域の事例は，特定の地域で生産される農
産物にお墨付きを与え，産地の形成に寄与し
たといえる。しかも，産地は PGI として認証
された高級品と普及品という商品のライン
アップを用意し，高級品でブランドイメージ
を醸成することで，普及品の拡販を行ってい
る。また，このように，地理的表示制度は農
産物や食品のローカル化を進めているが，生
産過程はむしろグローバル化している。いず
れも労働集約的な農産物であり，収穫作業や
調製作業には，ルーマニア人やスロベニア人
などの外国人労働力が利用されている。こう
した一連の動きは輸入農産物が増加する中
でのわが国の農産物産地を考える上で重要
な視座を持つと考えられる。 
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